
 

特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律第２章違反事件

に係る公正取引委員会の対応について 

 

令和６年１０月１日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

１ 公正取引委員会は、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令

和５年法律第２５号。以下「本法」という。）第２章違反事件について、迅速

かつ適切に処理していく。 

  また、本法第２章の規定に違反する行為が認められた場合には、業務委託事

業者及び特定業務委託事業者（以下「業務委託事業者等」という。）に対し、

当該違反行為の是正・特定受託事業者が被った不利益の原状回復措置を講じる

よう、本法第８条の規定に基づく勧告・本法第２２条の規定に基づく指導及び

助言（以下「指導等」という。）を行う。その際、必要に応じて、業務委託事

業者等に対し、経営責任者を中心とする遵法管理体制を確立するとともに、遵

法マニュアル等を作成し、これを購買・外注担当者を始め社内に周知徹底する

ことといった再発防止措置等の必要な措置を採るべきことを求めるなど、効果

的に対応する。 

  なお、勧告を受けた者が、正当な理由がなく、当該勧告に係る措置を採らな

かったときは、公正取引委員会は、当該勧告を受けた者に対し、当該勧告に係

る措置を採るよう、本法第９条第１項の規定に基づく命令を行う。 

 

２ 公正取引委員会は、勧告を行った場合、国民に対する情報提供を図るととも

に、勧告の対象である本法第３条、第４条第５項、第５条及び第６条第３項の

規定に違反する行為に対する措置についての事業者の予見可能性を高め、当該

違反行為の未然防止を図る目的から、事業者名、違反事実の概要、勧告の概要

等を公表する。また、本法の運用状況等を公表する場合等において、必要に応

じて、指導等の概要等を公表することがある。 

  さらに、公正取引委員会は、命令を行った場合、事業者名、違反事実の概要、

命令の概要等を公表する。 

 

３ 公正取引委員会は、本法第６条第１項の規定に基づく申出に係る情報を厳格

に管理し、秘密保持の徹底に努め、また、同条第３項の規定に違反する行為に

ついては厳正に対処していく。 

  

別添 



 

（参照条文） 

○ 特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律（令和五年法律第二十

五号）（抄） 

 

（特定受託事業者の給付の内容その他の事項の明示等） 

第三条 業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、直ち

に、公正取引委員会規則で定めるところにより、特定受託事業者の給付の内容、

報酬の額、支払期日その他の事項を、書面又は電磁的方法（電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって公正取引委

員会規則で定めるものをいう。以下この条において同じ。）により特定受託事

業者に対し明示しなければならない。ただし、これらの事項のうちその内容が

定められないことにつき正当な理由があるものについては、その明示を要し

ないものとし、この場合には、業務委託事業者は、当該事項の内容が定められ

た後直ちに、当該事項を書面又は電磁的方法により特定受託事業者に対し明

示しなければならない。 

２ 業務委託事業者は、前項の規定により同項に規定する事項を電磁的方法に

より明示した場合において、特定受託事業者から当該事項を記載した書面の

交付を求められたときは、遅滞なく、公正取引委員会規則で定めるところによ

り、これを交付しなければならない。ただし、特定受託事業者の保護に支障を

生ずることがない場合として公正取引委員会規則で定める場合は、この限り

でない。 

 

（報酬の支払期日等） 

第四条 （略） 

２～４ （略） 

５ 特定業務委託事業者は、第一項若しくは第三項の規定により定められた支

払期日又は第二項若しくは前項の支払期日までに報酬を支払わなければなら

ない。ただし、特定受託事業者の責めに帰すべき事由により支払うことができ

なかったときは、当該事由が消滅した日から起算して六十日（第三項の場合に

あっては、三十日）以内に報酬を支払わなければならない。 

６ （略） 

 

（特定業務委託事業者の遵守事項） 

第五条 特定業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託（政令で定める

期間以上の期間行うもの（当該業務委託に係る契約の更新により当該政令で

定める期間以上継続して行うこととなるものを含む。）に限る。以下この条に



 

おいて同じ。）をした場合は、次に掲げる行為（第二条第三項第二号に該当す

る業務委託をした場合にあっては、第一号及び第三号に掲げる行為を除く。）

をしてはならない。 

 一 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給

付の受領を拒むこと。 

 二 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、報酬の額を減ずるこ

と。 

 三 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給

付を受領した後、特定受託事業者にその給付に係る物を引き取らせること。 

 四 特定受託事業者の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支

払われる対価に比し著しく低い報酬の額を不当に定めること。 

 五 特定受託事業者の給付の内容を均質にし、又はその改善を図るため必要

がある場合その他正当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制

して購入させ、又は役務を強制して利用させること。 

２ 特定業務委託事業者は、特定受託事業者に対し業務委託をした場合は、次に

掲げる行為をすることによって、特定受託事業者の利益を不当に害してはな

らない。 

 一 自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。 

 二 特定受託事業者の責めに帰すべき事由がないのに、特定受託事業者の給

付の内容を変更させ、又は特定受託事業者の給付を受領した後（第二条第三

項第二号に該当する業務委託をした場合にあっては、特定受託事業者から

当該役務の提供を受けた後）に給付をやり直させること。 

 

（申出等） 

第六条 業務委託事業者から業務委託を受ける特定受託事業者は、この章の規

定に違反する事実がある場合には、公正取引委員会又は中小企業庁長官に対

し、その旨を申し出て、適当な措置をとるべきことを求めることができる。 

２ （略） 

３ 業務委託事業者は、特定受託事業者が第一項の規定による申出をしたこと

を理由として、当該特定受託事業者に対し、取引の数量の削減、取引の停止そ

の他の不利益な取扱いをしてはならない。 

 

（勧告） 

第八条 公正取引委員会は、業務委託事業者が第三条の規定に違反したと認め

るときは、当該業務委託事業者に対し、速やかに同条第一項の規定による明示

又は同条第二項の規定による書面の交付をすべきことその他必要な措置をと



 

るべきことを勧告することができる。 

２ 公正取引委員会は、特定業務委託事業者が第四条第五項の規定に違反した

と認めるときは、当該特定業務委託事業者に対し、速やかに報酬を支払うべき

ことその他必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

３ 公正取引委員会は、特定業務委託事業者が第五条第一項（第一号に係る部分

に限る。）の規定に違反していると認めるときは、当該特定業務委託事業者に

対し、速やかに特定受託事業者の給付を受領すべきことその他必要な措置を

とるべきことを勧告することができる。 

４ 公正取引委員会は、特定業務委託事業者が第五条第一項（第一号に係る部分

を除く。）の規定に違反したと認めるときは、当該特定業務委託事業者に対し、

速やかにその報酬の額から減じた額を支払い、特定受託事業者の給付に係る

物を再び引き取り、その報酬の額を引き上げ、又はその購入させた物を引き取

るべきことその他必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

５ 公正取引委員会は、特定業務委託事業者が第五条第二項の規定に違反した

と認めるときは、当該特定業務委託事業者に対し、速やかに当該特定受託事業

者の利益を保護するため必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

６ 公正取引委員会は、業務委託事業者が第六条第三項の規定に違反している

と認めるときは、当該業務委託事業者に対し、速やかに不利益な取扱いをやめ

るべきことその他必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

 

（命令） 

第九条 公正取引委員会は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由が

なく、当該勧告に係る措置をとらなかったときは、当該勧告を受けた者に対し、

当該勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

２ 公正取引委員会は、前項の規定による命令をした場合には、その旨を公表す

ることができる。 

 

（指導及び助言） 

第二十二条 公正取引委員会及び中小企業庁長官並びに厚生労働大臣は、この

法律の施行に関し必要があると認めるときは、業務委託事業者に対し、指導及

び助言をすることができる。 

 


